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(57)【要約】
　光コネクタ（１００）は、保持された出射端面（６１
）と同軸上に保持され、且つ、第１保持部材（１１０）
が接続ユニット（１３０）に取り付けられ且つ第２保持
部材（１２０）が接続ユニット（１３０）から取り付け
られていない状態で１次光が出射端面（６１）から出射
された際に１次光を遮光する、遮光部（１６０）を有す
る。光コネクタ（１００）は、第２保持部材（１２０）
が接続ユニット（１３０）と遮光部（１６０）との間か
ら接続ユニット（１３０）に着脱可能となるために接続
ユニット（１３０）と遮光部（１６０）との間に備えら
れる着脱可能領域部（１７０）を有する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１次光を出射する出射端面を有する第１導光部材を保持する第１保持部材と、
　前記出射端面から出射された前記１次光が入射する入射端面を有する第２導光部材を保
持する第２保持部材と、
　前記入射端面が前記出射端面に光学的に接続されるように前記第２保持部材と前記第１
保持部材とを対向させて保持し、且つ、少なくとも前記出射端面を保持する、接続ユニッ
トと、
　保持された前記出射端面と同軸上に保持され、且つ、前記第１保持部材が前記接続ユニ
ットに取り付けられ且つ前記第２保持部材が前記接続ユニットから取り付けられていない
状態で前記１次光が前記出射端面から出射された際に前記１次光を遮光する、遮光部と、
　前記第２保持部材が前記接続ユニットと前記遮光部との間から前記接続ユニットに着脱
可能となるために前記接続ユニットと前記遮光部との間に備えられる着脱可能領域部と、
　を具備する光コネクタ。
【請求項２】
　前記接続ユニットは、前記接続ユニットを挟んで前記着脱可能領域部とは反対側から前
記第１保持部材と前記第２保持部材とが前記接続ユニットに対して着脱されることを防止
する着脱防止部を有する請求項１に記載の光コネクタ。
【請求項３】
　前記接続ユニットは、筐体部に保持され、
　前記遮光部は、前記１次光を受光する受光面を有し、
　前記遮光部は、前記筐体部に保持され、前記受光面にて受光した前記１次光を熱に変換
し、且つ、変換した熱を前記筐体部に伝達する請求項２に記載の光コネクタ。
【請求項４】
　前記遮光部は、前記遮光部を挟んで前記遮光部の前記受光面とは反対側に備えられ、且
つ、前記遮光部で発生する熱を前記遮光部全体に拡散する、熱拡散部材を有する請求項３
に記載の光コネクタ。
【請求項５】
　前記遮光部は、前記受光面に備えられ、且つ、前記１次光の一部を吸収する、吸収部材
を有する請求項４に記載の光コネクタ。
【請求項６】
　前記遮光部は、前記受光面に備えられ、且つ、前記１次光の一部を反射する、反射部材
を有する請求項４に記載の光コネクタ。
【請求項７】
　前記遮光部は、前記受光面に備えられ、且つ、前記１次光の一部を散乱する、散乱部材
を有する請求項４に記載の光コネクタ。
【請求項８】
　前記受光面は、前記出射端面と前記受光面との間の距離に比例する径を有し、且つ、前
記受光面に投影される前記１次光のスポット径よりも広い領域を有する請求項３に記載の
光コネクタ。
【請求項９】
　前記着脱可能領域部は、前記出射端面から出射される前記１次光の中心軸方向において
、前記第２保持部材よりも長い請求項３に記載の光コネクタ。
【請求項１０】
　前記第２保持部材が前記接続ユニットに取り付けられた際に、前記第２導光部材は、前
記遮光部との接触を回避するための撓み部を有する請求項３に記載の光コネクタ。
【請求項１１】
　前記遮光部は、前記筐体部に対して着脱可能で、
　前記遮光部が前記筐体部から取り外された状態で、前記第２保持部材は前記接続ユニッ
トに取り付けられる請求項１０に記載の光コネクタ。
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【請求項１２】
　前記接続ユニットは、前記第２保持部材を前記第１保持部材に向けて押圧することによ
って、前記入射端面と前記出射端面との光学的な接続を維持する維持部を有する請求項１
に記載の光コネクタ。
【請求項１３】
　前記維持部は、弾性部材を有する請求項１２に記載の光コネクタ。
【請求項１４】
　内視鏡の操作部の筐体部に搭載される請求項１に記載の光コネクタ。
【請求項１５】
　前記第２保持部材は、前記第２保持部材の外周面に配置される突起部を有し、
　前記接続ユニットは、前記突起部が嵌合する嵌合部を有し、
　前記突起部が前記嵌合部に嵌合することによって、前記第２保持部材は前記接続ユニッ
トに固定される請求項１に記載の光コネクタ。
【請求項１６】
　請求項１に記載の光コネクタと、
　前記１次光を前記第１導光部材に向けて出射する光源と、
　前記遮光部が筐体部に取り付けられているか否かを検出する検出部と、
　前記遮光部が前記筐体部に取り付けられていると前記検出部が検出した際に前記光源を
ＯＮに制御し、且つ、前記遮光部が前記筐体部から取り外されていると前記検出部が検出
した際に前記光源をＯＦＦに制御する、制御部と、
　を具備する光源装置。
【請求項１７】
　請求項１に記載の光コネクタと、
　前記１次光を前記第１導光部材に向けて出射する光源と、
　前記１次光を受光する前記遮光部に備えられ、前記１次光を検出する検出部と、
　前記検出部が前記１次光を検出しない際には前記光源をＯＮに制御し、且つ、前記検出
部が前記１次光を検出した際には前記光源をＯＦＦに制御する、制御部と、
　を具備する光源装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光コネクタ及び光コネクタを用いる光源装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば特許文献１に開示されている光コネクタにおいて、第１フェルールは、第１光フ
ァイバ芯線の端部に装着され、第２フェルールは第２光ファイバ芯線の端部に装着される
。そして、第１フェルールはスリーブの一端からスリーブに挿入され、第２フェルールは
スリーブの他端からスリーブに挿入される。これにより、第１光ファイバ芯線と第２光フ
ァイバとが互いに対して光学的に接続される。
【０００３】
　スリーブの内部において、第１フェルールの端面は第１フェルールの端面に対向する第
２フェルールの端面に当接しておらず、第１フェルールの端面と第２フェルールの端面と
の間には、隙間部が形成される。隙間部の長さは、３００μｍ以下とする。
【０００４】
　スリーブの長さをＤ１とし、スリーブに挿入される第１フェルール及び第２フェルール
における第１フェルールの長さ及び第２フェルールの長さの和をＤ２とすると、０＜Ｄ１
－Ｄ２≦３００μｍ　となる。
【０００５】
　これにより、一対の光ファイバの端部にそれぞれ装着されたフェルール同士が互いに接
触することなく、高精度に光ファイバ同士の光学的な接続を可能とする光コネクタが提供
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される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００５－３８７１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　光コネクタが搭載される機器の一例として例えば内視鏡が挙げられ、この場合、光コネ
クタは内視鏡の操作部の内部に配置される。第２光ファイバ芯線は、操作部から内視鏡挿
入部の先端部に配置された照明部まで、挿入部内を延設される。第２光ファイバ芯線は、
光源から出射され第１光ファイバ芯線によって導光されてきたレーザ光を光コネクタにお
いて受光して、照明部まで導光する。そして、照明部は、このレーザ光を基に照明光を出
射する。
【０００８】
　内視鏡においては、メンテナンスのために、挿入部が操作部から取り外されることがあ
る。このとき、挿入部の動きに合わせて挿入部内の第２光ファイバ芯線が挿入部側に引っ
張られて、フェルールがスリーブから外れ、第２光ファイバ芯線がフェルールから抜ける
ことがある。このため、第１光ファイバ芯線によって導光されてきたレーザ光が光コネク
タから漏れてしまう懸念がある。この光コネクタから漏れ出たレーザ光は、操作部の外部
に漏れることで内視鏡操作者に影響を与えたり、操作部内に設けられた他部材に影響を及
ぼしたりする。よって、内視鏡の安全性が損なわれてしまことがある。
【０００９】
　本発明は、これらの事情に鑑みてなされたものであり、安全性を確保できる光コネクタ
及び光コネクタを用いる光源装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の光コネクタの一態様は、１次光を出射する出射端面を有する第１導光部材を保
持する第１保持部材と、前記出射端面から出射された前記１次光が入射する入射端面を有
する第２導光部材を保持する第２保持部材と、前記入射端面が前記出射端面に光学的に接
続されるように前記第２保持部材と前記第１保持部材とを対向させて保持し、且つ、少な
くとも前記出射端面を保持する、接続ユニットと、保持された前記出射端面と同軸上に保
持され、且つ、前記第１保持部材が前記接続ユニットに取り付けられ且つ前記第２保持部
材が前記接続ユニットから取り付けられていない状態で前記１次光が前記出射端面から出
射された際に前記１次光を遮光する、遮光部と、前記第２保持部材が前記接続ユニットと
前記遮光部との間から前記接続ユニットに着脱可能となるために前記接続ユニットと前記
遮光部との間に備えられる着脱可能領域部とを具備する。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、安全性を確保できる光コネクタ及び光コネクタを用いる光源装置を提
供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】図１は、本発明の第１の実施形態に係る内視鏡システムの概略図である。
【図２Ａ】図２Ａは、第１の実施形態に係る光コネクタを用いる光源装置の概略図である
。
【図２Ｂ】図２Ｂは、光コネクタの遮光部が１次光を遮光している状態を示す図である。
【図３Ａ】図３Ａは、第１保持部材を保持するフェルールの斜視図である。
【図３Ｂ】図３Ｂは、図３Ａに示すフェルールが第１固定部材に載置され第２固定部材に
よって覆われる状態を示す斜視図である。
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【図３Ｃ】図３Ｃは、図３Ｂに示す第２固定部材が第１固定部材に固定され、図３Ａに示
すフェルールを内包する固定部の斜視図である。
【図４Ａ】図４Ａは、第１の実施形態の変形例に係る第２保持部材と接続ユニットとの側
面図である。
【図４Ｂ】図４Ｂは、図４Ａに示す矢印４Ｂから接続ユニットを見た図である。
【図４Ｃ】図４Ｃは、図４Ａに示す４Ｃ－４Ｃ線における接続ユニットの断面図である。
【図５】図５は、本発明の第２の実施形態に係る光源装置の概略図である。
【図６】図６は、第２の実施形態の変形例に係る光源装置の概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、図面を参照して本発明の実施形態について詳細に説明する。なお、一部の図面で
は図示の明瞭化のために部材の一部の図示を省略する。
【００１４】
　［第１の実施形態］　
　［構成］　
　図１と図２Ａと図２Ｂと図３Ａと図３Ｂと図３Ｃとを参照して第１の実施形態について
説明する。なお以下において、出射端面６１から出射される１次光ＰＬの中心軸を光軸と
称する。
【００１５】
　［内視鏡システム１０］　
　図１に示すような内視鏡システム１０は、例えば検査室または手術室等に備えられる。
内視鏡システム１０は、例えば患者の管腔といった管路部内を撮像する内視鏡２０と、内
視鏡２０の図示しない撮像ユニットによって撮像された管路部内の画像を画像処理する図
示しない画像処理部を有する制御装置３０とを有する。内視鏡システム１０は、制御装置
３０に接続され、画像処理部によって画像処理された画像を表示する表示装置４０と、内
視鏡２０から出射される照明光のために１次光ＰＬを出射する光源装置５０（図２Ａ参照
）とをさらに有する。照明光は、撮像のために出射される。
【００１６】
　内視鏡２０は、例えば、管路部に挿入される挿入機器として機能する。内視鏡２０は、
直視型の内視鏡であってもよいし、側視型の内視鏡であってもよい。
【００１７】
　本実施形態の内視鏡２０は、例えば医療用の内視鏡２０として説明するが、これに限定
される必要はない。内視鏡２０は、パイプ等の工業製品の管路部に挿入される工業用の内
視鏡であってもよいし、照明部のみを有する例えばカテーテルなどの挿入器具であっても
よい。
【００１８】
　図１に示すように、内視鏡２０は、管路部に挿入される中空の細長い挿入部２１と、挿
入部２１の基端部に連結され、内視鏡２０を操作する操作部２３とを有する。内視鏡２０
は、操作部２３に接続され、操作部２３の側面から延出されるユニバーサルコード２５を
有する。
【００１９】
　挿入部２１は、図示しない照明部及び図示しない撮像ユニットの撮像素子を有する。照
明部及び撮像素子は、挿入部２１の先端部に備えられる。　
　照明部は、後述する光源５１（図２Ａ参照）から出射された１次光ＰＬの光学特性を所
望に変換して照明光を生成し、照明光を外部に向けて出射する。照明部は、例えば、１次
光ＰＬを吸収し、１次光ＰＬの波長とは異なる波長を有する蛍光（照明光）を出射する蛍
光体を有してもよい。または、照明部は、１次光ＰＬの波長を変換せずに、１次光ＰＬを
拡散する拡散部材を有してもよい。拡散部材は、１次光ＰＬの広がり角度よりも広い広が
り角度を有し、可干渉性が低い拡散光（照明光）を出射する。
【００２０】
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　撮像素子は、照明光を照明された被写体からの反射光を撮像し、反射光を電気信号とし
て画像処理部に出力する。
【００２１】
　図１に示すように、操作部２３は、所望する剛性を有する筐体部２３ａを有する。筐体
部２３ａは、放熱性を有する。
【００２２】
　図１に示すように、ユニバーサルコード２５は、制御装置３０に着脱可能な接続部２５
ａを有する。接続部２５ａは、内視鏡２０と制御装置３０とを互いに対して着脱自在に接
続させる。接続部２５ａは、内視鏡２０と制御装置３０との間でデータが送受信されるた
めに、備えられる。
【００２３】
　なお内視鏡システム１０において、内視鏡２０は、接続部２５ａを含むユニバーサルコ
ード２５を介して制御装置３０に直接接続される。しかしながら、図示はしないがユニバ
ーサルコード２５が省略され、内視鏡２０はワイヤレスタイプとなっていてもよい。この
場合、内視鏡２０は、無線信号によって制御装置３０に接続される。
【００２４】
　［第１導光部材６０及び第２導光部材７０］　
　図２Ａと図２Ｂとに示すように、内視鏡システム１０は、光源装置５０から出射された
１次光ＰＬを導光する第１導光部材６０を有する。第１導光部材６０は、導光した１次光
ＰＬを出射する出射端面６１を有する。内視鏡システム１０は、出射端面６１から出射さ
れた１次光ＰＬが入射する入射端面７１を有する第２導光部材７０を有する。第２導光部
材７０は、入射端面７１から入射した１次光ＰＬを照明部に導光する。
【００２５】
　第１導光部材６０は、操作部２３の内部に備えられる。第１導光部材６０は、光源装置
５０の光源５１に光学的に接続される。
【００２６】
　第２導光部材７０は、操作部２３と挿入部２１との内部に備えられる。第２導光部材７
０は、照明部に光学的に接続される。
【００２７】
　出射端面６１は、入射端面７１に対向し、入射端面７１と同一の大きさを有する。出射
端面６１と入射端面７１とは、平面または凸球面である。
【００２８】
　第１導光部材６０と第２導光部材７０とは、例えば、光ファイバであり、そのコア径は
５０μｍであり、開口数ＮＡは０．２であり、光ファイバはマルチモードの光ファイバで
ある。なおコア径と開口数ＮＡとは前記に限定されない。光ファイバは、例えばガラスま
たはプラスチックによって形成される。光ファイバの大部分は、光ファイバを保護する例
えば樹脂製のカバー層（図示せず）によってカバーされる。光ファイバの大部分とは、例
えば、後述する第１保持部材１１０と第２保持部材１２０とによって保持されていない部
分を示す。第１導光部材６０と第２導光部材７０とは、所望に撓むことが可能である。
【００２９】
　［光源装置５０］　
　図２Ａと図２１Ｂとに示すように、光源装置５０は、１次光ＰＬを第１導光部材６０に
向けて出射する光源５１と、出射端面６１と入射端面７１とを互いに対して光学的に接続
する光コネクタ１００とを有する。光源装置５０は、第１導光部材６０と第２導光部材７
０と照明部とをさらに有してもよい。
【００３０】
　［光源５１］　
　図２Ａと図２Ｂとに示すように、光源５１は、操作部２３の筐体部２３ａの内部に搭載
される。光源５１は、例えばレーザ光のような高いコヒーレンス性を有する１次光ＰＬ、
例えば、青色のレーザ光、を出射する図示しないレーザダイオードを有する。青色のレー
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ザ光の中心波長は、例えば、４４５ｎｍである。なおレーザ光の中心波長は、これに限定
される必要はない。光源５１は、レーザダイオードの前方に配置される図示しないレンズ
を有する。光源５１は、第１導光部材６０が接続する図示しないレセプタクルを有する。
なおレセプタクルに限らず、ピグテイルであってもよい。
【００３１】
　［光コネクタ１００］　
　図２Ａと図２Ｂとに示すように、光コネクタ１００は、操作部２３の筐体部２３ａの内
部に搭載される。
【００３２】
　光コネクタ１００は、１次光ＰＬを出射する出射端面６１を有する第１導光部材６０を
保持する第１保持部材１１０と、出射端面６１から出射された１次光ＰＬが入射する入射
端面７１を有する第２導光部材７０を保持する第２保持部材１２０とを有する。光コネク
タ１００は、入射端面７１が出射端面６１に光学的に接続されるように第２保持部材１２
０と第１保持部材１１０とを対向させて保持し、且つ、少なくとも出射端面６１を保持す
る、接続ユニット１３０を有する。詳細には、接続ユニット１３０は、第２保持部材１２
０と第１保持部材とを互いに対して接続させ且つ第２保持部材１２０と第１保持部材とを
位置決め固定し、少なくとも出射端面６１を位置決め固定する。光コネクタ１００は、接
続ユニット１３０と第１保持部材１１０とを介して保持された出射端面６１に対して相対
的に保持されており、且つ、接続ユニット１３０と第１保持部材１１０とを介して保持さ
れた出射端面６１と同軸上に保持される、遮光部１６０を有する。遮光部１６０は、第１
保持部材１１０が接続ユニット１３０に取り付けられ、且つ、第２保持部材１２０が接続
ユニット１３０に取り付けられていないまたは取り付けられていても第２導光部材７０が
第２保持部材１２０から抜けてしまった状態で、１次光ＰＬが出射端面６１から出射され
た際に、１次光ＰＬを遮光する。光コネクタ１００は、第２保持部材１２０が接続ユニッ
ト１３０と遮光部１６０との間から接続ユニット１３０に着脱可能となるために接続ユニ
ット１３０と遮光部１６０との間に備えられる着脱可能領域部１７０を有する。
【００３３】
　［第１保持部材１１０及び第２保持部材１２０］　
　第１保持部材１１０の構成は、第２保持部材１２０の構成と同一である。このため、第
１保持部材１１０を一例として説明する。第１保持部材１１０の形状及び大きさは、第２
保持部材１２０の形状及び大きさと同一である。第１保持部材１１０は、第２保持部材１
２０とは別体である。
【００３４】
　第１保持部材１１０は、例えば、フェルールを有する。第１保持部材１１０は、筒形状
、例えば円筒形状を有する。詳細には、第１保持部材１１０は、第１保持部材１１０の中
心軸上に配置され、且つ、第１保持部材１１０を貫通する、図示しない貫通孔部を有する
。出射端面６１が配置される第１導光部材６０の端部は、貫通孔部に挿入され、貫通孔部
に嵌合または接着する。このように、貫通孔部は、第１保持部材１１０が第１導光部材６
０を保持するために備えられており、保持孔部として機能する。なお第１保持部材１１０
は、出射端面６１が第１保持部材１１０の平面状の一端面と同一平面上に配置されるよう
に、出射端面６１が配置される第１導光部材６０の端部を保持する。
【００３５】
　一端面において、第１保持部材１１０の縁部は、第１保持部材１１０の軸方向において
、第１保持部材１１０の他端面から一端面に向かって縮径するように、テーパ形状に形成
される。このような一端面は、例えば、ＰＣ研磨されることによって、形成される。一端
面は遮光部１６０側に配置され、他端面は光源５１側に配置される。他端面は、平面であ
る。
【００３６】
　図２Ａと図２Ｂとに示すように、第１保持部材１１０全体は、接続ユニット１３０の後
述するスリーブ１３１に圧入されるために、スリーブ１３１に挿入される挿入部として機
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能する。第１保持部材１１０の最大外径は、第１保持部材１１０がスリーブ１３１に圧入
されるために、スリーブ１３１の内径よりも大きい。例えば、第１保持部材１１０全体の
長さは、スリーブ１３１の長さよりも短く、好ましくはスリーブ１３１の長さのほぼ半分
である。
【００３７】
　なお第２保持部材１２０は、入射端面７１が第２保持部材１２０の平面状の一端面と同
一平面上に配置されるように、入射端面７１が配置される第２導光部材７０の端部を保持
する。入射端面７１は、出射端面６１に当接し、出射端面６１に光学的に接続される。第
２保持部材１２０の一端面は光源５１側に配置され、第２保持部材１２０の他端面は遮光
部１６０側に配置される。他端面は、平面である。例えば、第２保持部材１２０全体の長
さは、スリーブ１３１の長さよりも短く、好ましくはスリーブ１３１の長さのほぼ半分で
ある。
【００３８】
　なお、第１保持部材１１０と第２保持部材１２０とにおいて、形状及び大きさは、必ず
しも互いに同一である必要は無い。例えば、それぞれの長さがスリーブ１３１の長さのほ
ぼ半分ずつとするのではなく、長さが異なっていても良く、２つを合わせた長さがスリー
ブ１３１の長さを超えなければ良い。
【００３９】
　［接続ユニット１３０］　
　図２Ａと図２Ｂとに示すように、接続ユニット１３０は、筐体部２３ａの内部に配置さ
れ、筐体部２３ａに保持される、詳細には筐体部２３ａの内周面に位置決め固定される。
接続ユニット１３０は、第１保持部材１１０と第２保持部材１２０とが挿入されるスリー
ブ１３１と、スリーブ１３１を保持し、筐体部２３ａの内周面に固定される固定部１３３
とを有する。接続ユニット１３０は、接続ユニット１３０を挟んで着脱可能領域部１７０
とは反対側から第１保持部材１１０と第２保持部材１２０とが接続ユニット１３０に対し
て着脱されることを防止する着脱防止部１４５を有する。接続ユニット１３０は、固定部
１３３に内包されている第１保持部材１１０と第２保持部材１２０とに対して、第２保持
部材１２０を第１保持部材１１０に向かって押圧することによって入射端面７１を出射端
面６１に向かって押圧し、且つ、出射端面６１と入射端面７１との光学的な接続状態を維
持する、維持部１４７を有する。
【００４０】
　［スリーブ１３１］　
　図２Ａと図２Ｂと図３Ａとに示すように、スリーブ１３１は、筒形状、例えば円筒形状
を有する。詳細には、スリーブ１３１は、スリーブ１３１の中心軸上に配置され、第１保
持部材１１０と第２保持部材１２０とが圧入される貫通孔部１３１ａを有する。貫通孔部
１３１ａは、スリーブ１３１の軸方向において、スリーブ１３１を貫通する。貫通孔部１
３１ａは、スリーブ１３１が第１保持部材１１０と第２保持部材１２０とを保持するため
に備えられており、保持孔部として機能する。第１保持部材１１０は光源５１側となるス
リーブ１３１の一端部からスリーブ１３１に挿入され、第２保持部材１２０は遮光部１６
０側となるスリーブ１３１の他端部からスリーブ１３１に挿入される。このとき、第２保
持部材１２０は、出射端面６１と入射端面７１とが互いに当接するまで、挿入される。ま
たこのとき、スリーブ１３１の内周面は、圧入によって、挿入部として機能する第１保持
部材１１０の外周面と、挿入部として機能する第２保持部材１２０の外周面とに密着する
。
【００４１】
　スリーブ１３１は、第１保持部材１１０と第２保持部材１２０とがスリーブ１３１に挿
入されることで弾性変形し、弾性変形によって出射端面６１と入射端面７１とを位置決め
し、第１導光部材６０と第２導光部材７０とを互いに光学的に接続する。すなわち、スリ
ーブ１３１は、スリーブ１３１が第１保持部材１１０と第２保持部材１２０とをスリーブ
１３１の径方向に押圧及び締め付けし、スリーブ１３１が第１保持部材１１０と第２保持
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部材１２０とを例えば径方向に位置あわせし、スリーブ１３１が第１導光部材６０の端部
（出射端面６１）と第２導光部材７０の端部（入射端面７１）とを互いに同軸上に配置し
て、出射端面６１と入射端面７１とが互いに光学的に接続し、スリーブ１３１が第１導光
部材６０と第２導光部材７０とを互いに連結するように、圧入時において例えば径方向に
弾性変形する。スリーブ１３１は、弾性変形によって拡径する。このようにスリーブ１３
１は、位置決め部材でもあり、連結部材でもある。
【００４２】
　図３Ａに示すように、このようなスリーブ１３１は、スリーブ１３１が上述したスリー
ブ１３１の弾性力に依存する弾性変形を促進するために、スリーブ１３１の断面の一部分
が切り欠かるように、形成される。スリーブ１３１は、圧入時において、スリーブ１３１
が第１保持部材１１０の一端部と第２保持部材１２０の一端部とを径方向に締め付ける力
を弱めるために、スリーブ１３１の断面の一部分が切り欠かるように、形成される。この
ため例えばスリーブ１３１は、一部分が切り欠かれた断面を、軸方向に連続して有する略
円筒部材として、形成される。この断面は、スリーブ１３１の軸方向に対して直交する平
面方向に形成される。またこの断面は、例えばＣ字形状に形成される。このためスリーブ
１３１は、例えばＣ字形状の断面を、軸方向に連続して有する略円筒形状として、形成さ
れる。このようにスリーブ１３１は、円の一部が切り欠けられた割りスリーブとして形成
される。よってスリーブ１３１は、スリーブ１３１の軸方向に沿って配置され、軸方向に
おいてスリーブ１３１を貫通するスリット１３１ｂを有する。スリット１３１ｂは、スリ
ーブ１３１の厚み方向において、スリーブ１３１を貫通する。スリット１３１ｂは、スリ
ーブ１３１の断面の一部分が切り欠けられることによって形成される。
【００４３】
　［固定部１３３］　
　図２Ａと図２Ｂとに示すように、筐体部２３ａに固定される固定部１３３は、保持によ
ってスリーブ１３１を介して、出射端面６１を含む第１保持部材１１０と入射端面７１を
含む第２保持部材１２０とを、筐体部２３ａに対して位置決め固定する。固定部１３３は
、保持によってスリーブ１３１を内包する。
【００４４】
　図３Ｂと図３Ｃとに示すように、固定部１３３は、例えば、筐体部２３ａの内周面に着
脱自在に固定される第１固定部材１３５と、第１固定部材１３５に着脱自在な第２固定部
材１３７とによって形成される。このように固定部１３３は、２つのパーツによって構成
される。第１固定部材１３５は、例えば、ネジ止めまたは図示しない接合部材によって筐
体部２３ａに固定される。なお第１固定部材１３５は、筐体部２３ａと予め一体となって
いてもよい。第２固定部材１３７は、例えば、ネジ止めによって第１固定部材１３５に固
定される。
【００４５】
　第１固定部材１３５の構成は、第２固定部材１３７の構成と同一である。このため、第
１固定部材１３５を一例として説明する。なお第１固定部材１３５の形状及び大きさは、
例えば、第２固定部材１３７の形状及び大きさと同一である。
【００４６】
　図３Ｂに示すように、第１固定部材１３５は、半円筒形状を有する。第１固定部材１３
５は、第１固定部材１３５の軸方向に対して直交する平面方向に形成されるＵ字形状の断
面を有する。このため、第１固定部材１３５の側面には、第１固定部材１３５の内部に連
通する開口部１３５ａが配置される。スリーブ１３１は、この開口部１３５ａを介して第
１固定部材１３５の内部に配置される。第１固定部材１３５は、光源５１側に配置される
一端部に備えられる第１底部１３５ｂと、遮光部１６０側に配置される他端部に備えられ
る第２底部１３５ｃとを有する。
【００４７】
　底部１３５ｂと底部１３５ｃとは半円状を有する。底部１３５ｂと底部１３５ｃとは、
半円状の開口部１３５ｄと開口部１３５ｅとを有する。開口部１３５ｄと開口部１３５ｅ
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とは、底部１３５ｂと底部１３５ｃとの中央ではなく、固定部１３３の中心軸側に配置さ
れる。第１開口部１３５ｄは、第２開口部１３５ｅと同軸上に配置される。第１開口部１
３５ｄの直径は、スリーブ１３１の内径及び第１保持部材１１０と第２保持部材１２０と
の外径よりも小さく、第１導光部材６０の直径よりも大きい。第２開口部１３５ｅの直径
は、スリーブ１３１の内径と略同一であり、第１保持部材１１０と第２保持部材１２０と
の外径と同一または大きく、第２導光部材７０の直径よりも大きい。
【００４８】
　以下において、第２固定部材１３７の開口部を開口部１３７ａと称し、第１底部を第１
底部１３７ｂと称し、第２底部を第２底部１３７ｃと称し、第１開口部を第１開口部１３
７ｄと称し、第２開口部を第２開口部１３７ｅと称する。第１開口部１３７ａと第２開口
部１３７ｅとは、便宜上つけたものであり、図示は省略されている。
【００４９】
　第２固定部材１３７が第１固定部材１３５にねじ止めされる際、開口部１３７ａが開口
部１３５ａに対向する。また図３Ｃに示すように、第１底部１３５ｂが第１底部１３７ｂ
と共に平面形状が円形状となる底部１３９ｂを形成し、第１開口部１３５ｄが第１開口部
１３７ｄと共に円形状の開口部１３９ｄを形成する。図示はしないが、第２底部１３５ｃ
が第２底部１３７ｃと共に平面形状が円形状となる底部１３９ｃを形成し、第２開口部１
３５ｅが第２開口部１３５ｅと共に円形状の開口部１３９ｅを形成する。底部１３９ｃと
開口部１３９ｅとは便宜上つけたものであり、図示は省略されている。開口部１３９ｄと
開口部１３９ｅとは第１導光部材６０と第２導光部材７０との直径よりも大きい。第２固
定部材１３７が第１固定部材１３５にねじ止めされることによって、固定部１３３が形成
され、固定部１３３はスリーブ１３１を内包する。
【００５０】
　第１保持部材１１０から露出した第１導光部材６０は、開口部１３９ｄを挿通し、光源
５１まで延出される。このような取付方法を実現するために、光源５１から第１保持部材
１１０までにおける第１導光部材６０の長さは、第１保持部材１１０から光源５１までの
長さと同じかそれよりも長いとよい。
【００５１】
　第２保持部材１２０から露出した第２導光部材７０は、開口部１３９ｅを挿通し、照明
部まで延出される。第２保持部材１２０から照明部までにおける第２導光部材７０の長さ
は、第２保持部材１２０から照明部までの長さよりも長い。特に、図２Ａに示すように、
第２導光部材７０は、遮光部１６０との接触を回避するための撓み部７３を構成可能な長
さを有する。
【００５２】
　［着脱防止部１４５］　
　図２Ａと図３Ｃとに示すように、着脱防止部１４５は、第１底部１３５ｂと第１底部１
３７ｂとによって形成される底部１３９ｂにより構成される。スリーブ１３１の一端部と
第１保持部材１１０の他端部とが底部１３９ｂの内面に当接するため、着脱が防止される
、
　［維持部１４７］　
　図２Ａと図２Ｂとに示すように、維持部１４７は、例えば板ばねのような弾性部材によ
って形成される。維持部１４７は、第１固定部材１３５の他端部に着脱自在に固定される
一端部と、第１固定部材１３５の係止部１３５ｇに着脱自在に係止される係止部１４７ａ
を有する他端部とを有する。係止部１３５ｇは、第１固定部材１３５の他端部の外周面に
形成される凸部である。維持部１４７は、一端部と他端部との間に配置され、且つ、係止
部１４７ａが係止部１３５ｇに係止された際に第２保持部材１２０の他端面に当接して、
第２保持部材１２０を第１保持部材１１０に向かって押圧する押圧部１４７ｂを有する。
維持部１４７は、係止部１４７ａが係止部１３５ｇに係止された際に、第２導光部材７０
を避けるように、第１固定部材１３５に配置されている。押圧部１４７ｂは、他端面に、
例えば点接触する。
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【００５３】
　［遮光部１６０］　
　図２Ａと図２Ｂとに示すように、遮光部１６０は、例えば平面状の板部材を有する。遮
光部１６０は、接続ユニット１３０が位置決め固定される筐体部２３ａに保持される。詳
細には、遮光部１６０は、筐体部２３ａの内周面に位置決め固定される。遮光部１６０は
、例えば、ネジ止めによって固定される。なお遮光部１６０は、例えば、筐体部２３ａの
内周面に着脱可能である。
【００５４】
　図２Ａに示すように、接続ユニット１３０と遮光部１６０とが筐体部２３ａに位置決め
固定され、第１保持部材１１０と第２保持部材１２０とが接続ユニット１３０に取り付け
られた際に、第２導光部材７０は、遮光部１６０との接触を回避するための撓み部７３を
有する。撓み部７３は、第２導光部材７０の逃げ部分である。撓み部７３は、第２保持部
材１２０が接続ユニット１３０に取り付けられた際に、挿入部２１の動きに合わせて第２
導光部材７０が挿入部２１側に引っ張られたとしても、第２導光部材７０が遮光部１６０
に引っ掛かることを防止する。つまり遮光部１６０は、第２導光部材７０が引っかかって
損傷及び変形してしまうことを、第２導光部材７０の撓み部７３によって防止され、遮光
性を維持する。また例えば、撓み部７３は、第２導光部材７０が遮光部１６０に接触し、
接触によって第２導光部材７０が摩耗することを防止するために備えられる。
【００５５】
　図２Ｂに示すように、接続ユニット１３０と遮光部１６０とが筐体部２３ａに保持され
、第１保持部材１１０が接続ユニット１３０に取り付けられ、第２保持部材１２０が接続
ユニット１３０から取り外された際に、遮光部１６０は、出射端面６１を含む第１保持部
材１１０の一端面に対向する。遮光部１６０の平面方向は、出射端面６１の平面方向と平
行である。遮光部１６０は、出射端面６１の中心軸に対して交差する方向、例えば直交す
る方向に沿って配置される。
【００５６】
　図２Ｂに示すように、接続ユニット１３０と遮光部１６０とが筐体部２３ａに保持され
、第１保持部材１１０が接続ユニット１３０に取り付けられ、第２保持部材１２０が接続
ユニット１３０から取り外された際に、遮光部１６０は、１次光ＰＬを受光する受光面１
６１を有する。受光面１６１は、平面であり、出射端面６１に対向し、出射端面６１と同
一直線上に配置される。受光面１６１は、光源５１側に配置され、遮光部１６０の表面に
位置する。
【００５７】
　前記において、接続ユニット１３０と第１保持部材１１０とを介して筐体部２３ａに保
持された出射端面６１に対する遮光部１６０の取付位置は、着脱可能領域部１７０が確保
され、且つ１次光ＰＬのスポット径が受光面１６１よりも小さくなる位置である。スポッ
ト径は、出射端面６１と受光面１６１との間の距離に比例し、１次光ＰＬの広がり角度に
対応する。このような取付位置によって、受光面１６１は、出射端面６１から出射された
１次光ＰＬ全体を受光することとなる。つまり１次光ＰＬが投影された受光面１６１は、
出射端面６１と受光面１６１との間の距離に比例する径を有し、且つ、受光面１６１に投
影される１次光ＰＬのスポット径よりも広い領域を有することとなる。言い換えると、遮
光部１６０の取付位置は、受光面１６１と着脱可能領域部１７０とを考慮して、所望に調
整される。
【００５８】
　遮光部１６０は、例えば、平板状の遮光カバーである。遮光部１６０の材料は、例えば
、銅またはステンレスなどの金属である。遮光部１６０の材料によって、熱は遮光部１６
０全体に拡散され、遮光部１６０の局所的な温度上昇が防止される。なおネジ止めによっ
て筐体部２３ａに固定されている遮光部１６０は、受光面１６１にて受光した１次光ＰＬ
を熱に変換し、変換した熱を筐体部２３ａに伝達する。このため遮光部１６０から筐体部
２３ａ全体に熱が伝達される。これにより遮光部１６０という局所的な部位の温度上昇は
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防止される。このような材料及びネジ止めによって、熱による遮光部１６０の劣化は防止
される。
【００５９】
　図２Ａと図２Ｂとに示すように、遮光部１６０は、受光面１６１に備えられ、且つ、１
次光ＰＬの一部を吸収する、吸収部材１６３を有する。吸収部材１６３は、例えば１次光
ＰＬの９９％以上を吸収する。吸収部材１６３は、吸収を促進するために、例えば黒色に
着色されるとよい。吸収部材１６３は、例えば、アルマイト処理されたアルミニウムで形
成されるカバー部材であってもよい。吸収部材１６３に吸収された１次光ＰＬは、遮光部
１６０を介して熱として筐体部２３ａに伝達される。吸収部材１６３は、適宜、材料また
は厚みを設定される。吸収部材１６３によって、遮光部１６０は反射光の発生を低減可能
となる。
【００６０】
　なお図示はしないが、遮光部１６０は、受光面１６１に備えられ、且つ、１次光ＰＬの
一部を反射する、反射部材を有してもよい。反射部材は、例えば鏡である。反射部材は、
１次光ＰＬを筐体部２３ａの内周面に向かって反射する。反射されない１次光ＰＬの一部
は、遮光部１６０を介して熱として筐体部２３ａに伝達される。
【００６１】
　または図示はしないが、遮光部１６０は、受光面１６１に備えられ、且つ、１次光ＰＬ
の一部を散乱する、散乱部材を有してもよい。散乱部材は、例えば鏡である。
散乱部材は、１次光ＰＬを筐体部２３ａの内周面に向かって散乱する。散乱されない１次
光ＰＬの一部は、遮光部１６０を介して熱として筐体部２３ａに伝達される。
【００６２】
　なお遮光部１６０自体が吸収部材１６３と反射部材と散乱部材との少なくとも１つとし
て機能してもよいし、遮光部１６０とは別体である吸収部材１６３と反射部材と散乱部材
との少なくとも１つが受光面１６１に備えられてもよい。
【００６３】
　図２Ａと図２Ｂとに示すように、遮光部１６０は、遮光部１６０を挟んで遮光部１６０
の受光面１６１とは反対側に備えられ、且つ、遮光部１６０で発生する熱を遮光部１６０
全体に拡散する、熱拡散部材１６５を有する。熱拡散部材１６５は、挿入部２１側に配置
され、遮光部１６０の裏面全体に貼り付けられる。熱拡散部材１６５によって、熱は遮光
部１６０全体に拡散され、遮光部１６０の局所的な温度上昇が防止される。熱拡散部材１
６５は、遮光部１６０から筐体部２３ａへの伝熱を促進し、熱によって遮光部１６０が劣
化することを防止する。熱拡散部材１６５は、熱を筐体部２３ａの内部に放熱してもよい
。
【００６４】
　［着脱可能領域部１７０］　
　図２Ａと図２Ｂとに示すように、着脱可能領域部１７０は、例えば、第２底部１３５ｃ
及び第２底部１３７ｃと、遮光部１６０との間の隙間部を示す。なお遮光部１６０が筐体
部２３ａから取り外される状態では、着脱可能領域部１７０は、例えば、第２底部１３５
ｃ及び第２底部１３７ｃと、第２底部１３５ｃ及び第２底部１３７ｃとに対向する部位と
の間の隙間部を示す。部位は、例えば筐体部２３ａの内周面である。
【００６５】
　光軸方向において、着脱可能領域部１７０は、第２保持部材１２０よりも長い。例えば
、着脱可能領域部１７０の長さは、第２保持部材１２０の長さの２倍である。このような
長さ関係と前記した遮光部１６０の取付位置とによって、第２保持部材１２０は、遮光部
１６０に接触することなく、筐体部２３ａに固定された接続ユニット１３０に対して着脱
可能となる。
【００６６】
　なお遮光部１６０が筐体部２３ａから取り外された状態で、第２保持部材１２０は接続
ユニット１３０に取り付けられてもよい。この場合、着脱可能領域部１７０の長さは長く
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なるため、第２保持部材１２０は、容易に取り付けられる。
【００６７】
　［作用］　
　図３Ａに示すように、第１導光部材６０を保持する第１保持部材１１０全体は、スリー
ブ１３１の一端部からスリーブ１３１に挿入される。これによりスリーブ１３１は、第１
保持部材１１０を保持する。図３Ｂに示すように、スリーブ１３１は、筐体部２３ａに固
定される第１固定部材１３５に載置される。スリーブ１３１は、例えば、開口部１３５ａ
を通じて第１固定部材１３５の内周面に載置される。図３Ｂと図３Ｃとに示すように、第
２固定部材１３７がスリーブ１３１を覆うように、第２固定部材１３７は第１固定部材１
３５に固定される。これにより、固定部１３３が形成され、固定部１３３はスリーブ１３
１を内包することとなる。このとき第１導光部材６０は、開口部１３９ｄを挿通する。
【００６８】
　図３Ｃに示すように、固定部１３３が形成された際、第１底部１３５ｂと第１底部１３
７ｂとによって底部１３９ｂとして機能する着脱防止部１４５が形成される。図２Ａに示
すように、着脱防止部１４５は、接続ユニット１３０を挟んで着脱可能領域部１７０とは
反対側に配置される。つまり着脱防止部１４５は、光源５１側に配置される。第１保持部
材１１０が着脱防止部１４５に当接することによって、第１保持部材１１０は接続ユニッ
ト１３０における光源５１側への抜けを防止される。
【００６９】
　第２導光部材７０を保持する第２保持部材１２０全体は、着脱可能領域部１７０及び開
口部１３９ｅを通じて固定部１３３に内包されるスリーブ１３１に挿入される。
【００７０】
　なお第２保持部材１２０全体は、固定部１３３に内包される前のスリーブ１３１に予め
挿入されてもよい。この場合、第１保持部材１１０全体と第２保持部材１２０全体とが挿
入されたスリーブ１３１が第１固定部材１３５に載置され、第２固定部材１３７がスリー
ブ１３１を覆うように第２固定部材１３７は第１固定部材１３５に固定される。
【００７１】
　第１保持部材１１０が着脱防止部１４５によって接続ユニット１３０における光源５１
側への抜けを防止されるため、第２保持部材１２０も接続ユニット１３０における光源５
１側への抜けを防止される。
【００７２】
　図２Ａに示すように、維持部１４７において、押圧部１４７ｂは第２保持部材１２０を
第１保持部材１１０に向かって押圧し、係止部１４７ａは係止部１３５ｇに係止する。こ
れにより、出射端面６１が入射端面７１に光学的に接続された状態が維持される。また出
射端面６１と入射端面７１とは、接続ユニット１３０と第１保持部材１１０と第２保持部
材１２０ととによって位置決め固定される。なお維持部１４７の押圧部１４７ｂは、第１
保持部材１１０と第２保持部材１２０とを底部１３９ｂに押し付ける。第１保持部材１１
０と第２保持部材１２０とは、維持部１４７によって接続ユニット１３０における遮光部
１６０側への抜けを防止される。
【００７３】
　内視鏡２０の組み立て時には、未だ第２保持部材１２０が取り付けられていない場合も
ある。これは、例えば、第２保持部材１２０が取り外されていることも示す。また、例え
ば内視鏡２０のメンテナンス時において、挿入部２１が操作部２３から取り外されること
がある。このとき、第２保持部材１２０が接続ユニット１３０から取り外される。また、
内視鏡２０の使用時において、挿入部２１の動きに合わせて第２導光部材７０が引っ張ら
れ、係止部１４７ａが意図しないタイミングで係止部１３５ｇから外され、結果として第
２保持部材１２０が接続ユニット１３０から意図しないタイミングで取り外されることが
ある。あるいは、第２導光部材７０が引っ張られて、第２保持部材１２０自体は接続ユニ
ット１３０から取り外されなくても、第２導光部材７０が第２保持部材１２０から抜けて
しまうことも考えられる。このように、出射端面６１と入射端面７１とが光学的に接続さ
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れていない状態が存在する。
【００７４】
　本実施形態では、出射端面６１が位置決め固定されるため１次光ＰＬの出射方向は固定
されており、また、遮光部１６０は出射端面６１と同軸上に備えられている。このため、
出射端面６１と入射端面７１とが光学的に接続されていない状態で、誤って光源５１をＯ
Ｎして１次光ＰＬが出射端面６１から漏れ出たとしても、１次光ＰＬは確実に遮光部１６
０を照射し、遮光部１６０によって遮光される。
【００７５】
　遮光部１６０において、吸収部材１６３は、例えば１次光ＰＬの９９％以上を吸収する
。吸収部材１６３に吸収された１次光ＰＬは、遮光部１６０に伝達され、遮光部１６０に
よって熱に変換され、遮光部１６０を介して筐体部２３ａに伝達される。遮光部１６０の
材料によって、熱は遮光部１６０全体に拡散され、遮光部１６０の局所的な温度上昇が防
止される。熱は、熱拡散部材１６５によって、遮光部１６０全体に拡散され、遮光部１６
０の局所的な温度上昇が防止される。熱拡散部材１６５は、遮光部１６０から筐体部２３
ａへの伝熱を促進し、熱によって遮光部１６０が劣化することを防止する。筐体部２３ａ
は、熱を放出する。
【００７６】
　なお吸収部材１６３の一部または全部が反射部材または散乱部材に変更されてもよい。
この場合、筐体部２３ａの内周面に吸収部材が配置されることによって、他の部位への反
射を低減させることが好ましい。
【００７７】
　内視鏡２０の組み立て時あるいはメンテナンス終了後に第２保持部材１２０がスリーブ
１３１に挿入される際、光軸方向において、着脱可能領域部１７０は第２保持部材１２０
よりも長いため、挿入動作によって第２保持部材１２０が遮光部１６０に引っ掛かること
が防止される。また、例えば遮光部１６０を撓ませた状態で、第２保持部材１２０をスリ
ーブ１３１に挿入させる必要はない。つまり遮光部１６０は第２保持部材１２０の挿入動
作によって損傷及び変形することを着脱可能領域部１７０によって防止され、遮光性は維
持される。
【００７８】
　遮光部１６０は、筐体部２３ａに着脱自在である。このため、遮光部１６０が筐体部２
３ａから取り外されることによって、着脱可能領域部１７０が広がり、第２保持部材１２
０がさらに容易にスリーブ１３１に再び挿入される。
【００７９】
　［効果］　
　本実施形態では、第２保持部材１２０が接続ユニット１３０から取り外された状態で、
１次光ＰＬが出射端面６１から漏れ出たとしても、保持された出射端面６１と同軸上に遮
光部１６０が保持されるため、遮光部１６０によって１次光ＰＬを確実に遮光できる。着
脱可能領域部１７０が備えられるため、第２保持部材１２０の挿入動作による遮光部１６
０の損傷及び変形を防止でき、遮光部１６０の遮光性を維持できる。これにより、光コネ
クタ１００の安全性を、ひいては光コネクタ１００が搭載される機器の安全性を確保でき
る。
【００８０】
　本実施形態では、着脱防止部１４５によって、第１保持部材１１０と第２保持部材１２
０とが光源５１側から接続ユニット１３０に着脱されることを防止できる。そして第２保
持部材１２０が接続ユニット１３０に挿入されるのみで、出射端面６１を入射端面７１に
光学的に接続できる。
【００８１】
　遮光部１６０は、１次光ＰＬを熱に変換し、変換した熱を筐体部２３ａに伝達する。こ
のため筐体部２３ａ全体で放熱が可能となる。
【００８２】
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　高出力の１次光ＰＬが遮光部１６０を照射しても、熱拡散部材１６５は熱を遮光部１６
０全体に拡散でき、遮光部１６０の局所的な温度上昇を防止できる。このため熱拡散部材
１６５は、熱による遮光部１６０の破壊を防止でき、遮光部１６０の遮光性を維持できる
。
【００８３】
　吸収部材１６３によって、遮光部１６０が１次光ＰＬを熱に変換する際の変換効率を向
上できる。反射部材または散乱部材によって、遮光部１６０が１次光ＰＬを熱に変換する
際の変換量を少なくでき、熱による遮光部１６０の破壊を防止でき、熱による遮光部１６
０の劣化を防止でき、遮光部１６０の遮光性を維持できる。
【００８４】
　受光面１６１は、１次光ＰＬのスポット径よりも広い領域を有する。このため、受光面
１６１は全ての１次光ＰＬを確実に受光でき、遮光部１６０は確実に遮光できる。
【００８５】
　光軸方向において、着脱可能領域部１７０は、第２保持部材１２０よりも長い。このた
め、挿入動作によって第２保持部材１２０が遮光部１６０に引っ掛かることを防止できる
。また、例えば遮光部１６０を撓ませた状態で、第２保持部材１２０をスリーブ１３１に
挿入させる必要はない。つまり遮光部１６０は、第２保持部材１２０の挿入動作による損
傷及び変形を着脱可能領域部１７０によって防止でき、遮光性を維持できる。
【００８６】
　第２導光部材７０は、撓み部７３を有する。このため、第２保持部材１２０が接続ユニ
ット１３０に取り付けられた際に、第２導光部材７０が遮光部１６０に引っ掛かることを
防止できる。つまり遮光部１６０は、第２導光部材７０による損傷及び変形を第２導光部
材７０の撓み部７３によって防止でき、遮光性を維持できる。
【００８７】
　遮光部１６０は筐体部２３ａに対して着脱可能で、遮光部１６０が筐体部２３ａから取
り外された状態で、第２保持部材１２０は接続ユニット１３０に取り付けられてもよい。
このため、着脱可能領域部１７０を広げることができ、第２保持部材１２０を容易に接続
ユニット１３０に取り付けることができる。また、遮光部１６０は第２保持部材１２０の
挿入動作による損傷及び変形を取り外しによって防止でき、遮光性を維持できる。
【００８８】
　維持部１４７は、第２保持部材１２０を第１保持部材１１０に向けて押圧することによ
って入射端面７１を出射端面６１に向けて押圧し、入射端面７１と出射端面６１との光学
的な接続を維持する。これにより光学的な接続における、１次光ＰＬの損失を少なくでき
る。
【００８９】
　維持部１４７は、弾性部材を有する。このため、押圧によって生じる入射端面７１と出
射端面６１とにおける負荷を緩和でき、押圧によって入射端面７１と出射端面６１とが損
傷することを防止できる。
【００９０】
　なお、接続ユニット１３０と遮光部１６０とは、筐体部２３ａに保持されるが、これに
限定される必要はない。接続ユニット１３０と遮光部１６０とは、互いに対して保持され
ていれば、同じ部材に固定されてもよいし、互いに異なる部材に固定されていてもよい。
【００９１】
　本実施形態では、出射端面６１は、光軸方向において、入射端面７１に対向しており、
入射端面７１に直接当接している。本実施形態では、出射端面６１が光軸方向において入
射端面７１に対向した状態で、入射端面７１が出射端面６１に光学的に接続されればよい
。このため、光軸方向において出射端面６１が入射端面７１から離れ、光軸方向において
図示しない空間部が出射端面６１と入射端面７１との間に配置されてもよい。または、図
示しない部材がこの空間部のどこかに存在してもよいし、部材が空間部の代わりに出射端
面６１と入射端面７１との間に配置されてもよい。部材は、例えば、１次光ＰＬが透過可



(16) JP WO2017/033333 A1 2017.3.2

10

20

30

40

50

能な透明な部材である。部材は、１次光ＰＬを拡散または１次光ＰＬを入射端面７１に集
光してもよい。部材の数は、特に限定されない。このように、出射端面６１は、光軸方向
において、部材と空間部との少なくとも一方を介して、入射端面７１に対向してもよい。
　前記において、出射端面６１と入射端面７１との関係について述べたが、第１保持部材
１１０と第２保持部材１２０との関係についても同様である。つまり、第１保持部材１１
０は、光軸方向において、部材と空間部との少なくとも一方を介して、第２保持部材１２
０に対向してもよい。
　そして、接続ユニット１３０は、出射端面６１と入射端面７１とにおける対向と、第１
保持部材１１０と第２保持部材１２０とにおける対向とが維持されるように、第１保持部
材１１０と第２保持部材１２０とを保持する。なお本実施形態では、出射端面６１と入射
端面７１とにおける対向が少なくとも実施されればよい。
　なお例えば、第２保持部材１２０が取り外され、１次光ＰＬが透過可能な部材が配置さ
れたままの場合、遮光部１６０は、部材を透過した１次光ＰＬを遮光する。
【００９２】
　［第１の実施形態の変形例］　
　［構成］　
　図４Ａと図４Ｂと図４Ｃとを参照して、第１の実施形態の変形例について説明する。本
変形例では、第１の実施形態とは異なる部分のみ記載する。
【００９３】
　本変形例における第２保持部材１２０は、第２保持部材１２０の外周面に配置される突
起部１２１を有する。
【００９４】
　接続ユニット１３０は、突起部１２１が嵌合する嵌合部１５１を有する。嵌合部１５１
は、スリーブ１３１に形成されるスリット１３１ｃと、例えば第２固定部材１３７の内周
面に形成される溝部１３７ｈとを有する。スリット１３１ｃは、スリーブ１３１の厚み方
向においてスリーブ１３１を貫通し、スリット１３１ｂとは別部位であり、溝部１３７ｈ
に連続する。突起部１２１は、スリット１３１ｃと溝部１３７ｈとを摺動可能である。
【００９５】
　スリット１３１ｃと溝部１３７ｈとは、同じ外形を有し、例えばＬ字状に形成される。
スリット１３１ｃと溝部１３７ｈとは、遮光部１６０側に配置される。
【００９６】
　突起部１２１が嵌合部１５１に嵌合することによって、第２保持部材１２０は接続ユニ
ット１３０に固定される。
【００９７】
　［作用］　
　第２保持部材１２０がスリーブ１３１に挿入された際、突起部１２１はスリット１３１
ｃと溝部１３７ｈをスリーブ１３１の軸方向に沿って摺動する。第２保持部材１２０が治
具によって軸周りに回転されることにより、突起部１２１はスリット１３１ｃと溝部１３
７ｈとに嵌合する。これにより、第２保持部材１２０は、接続ユニット１３０に嵌合し、
接続ユニット１３０から抜けを防止される。
【００９８】
　［効果］　
　本変形例では、突起部１２１と嵌合部１５１とによって、接続ユニット１３０に第２保
持部材１２０を嵌合でき、出射端面６１と入射端面７１との光学的な接続をより維持でき
る。本変形例では、突起部１２１と嵌合部１５１とによって、接続ユニット１３０からの
第２保持部材１２０の意図しない抜けを防止できる。
【００９９】
　［第２の実施形態］　
　［構成］　
　図５を参照して、第２の実施形態について説明する。本実施形態では、第１の実施形態
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とは異なる部分のみ記載する。
【０１００】
　光源装置５０は、光コネクタ１００と、１次光ＰＬを第１導光部材６０に向けて出射す
る光源５１と、遮光部１６０が筐体部２３ａに取り付けられているか否かを検出する検出
部１８１とを有する。検出部１８１は、例えば、筐体部２３ａに備えられる。光源装置５
０は、遮光部１６０が筐体部２３ａに取り付けられていると検出部１８１が検出した際に
光源５１をＯＮに制御し、遮光部１６０が筐体部２３ａから取り外されていると検出部１
８１が検出した際に光源５１をＯＦＦに制御する制御部１８３を有する。検出部１８１は
、検出結果を常に制御部１８３に出力する。検出部１８１は、制御部１８３と有線または
無線によって接続される。
【０１０１】
　［効果］　
　本実施形態では、検出部１８１によって遮光部１６０が配置されているか否かを検出で
きる。そして遮光部１６０が配置されていない場合、制御部１８３は、１次光ＰＬの出射
を停止する。このため、内視鏡２０の組立時またはメンテナンス時において、１次光ＰＬ
は出射されず、安全性を確実に確保できる。
【０１０２】
　なお検出部１８１は、遮光部１６０が筐体部２３ａに取り付けられているか否かを検出
するが、これに限定される必要はない。検出部１８１は、遮光部１６０が取り付けられる
部位に筐体部２３ａが取り付けられているか否かを検出すればよい。
【０１０３】
　［第２の実施形態の変形例］　
　［構成］　
　図６を参照して、第２の実施形態の変形例について説明する。本変形例では、第２の実
施形態とは異なる部分のみ記載する。
【０１０４】
　本変形例の光源装置５０は、検出部１８１の代わりに、１次光ＰＬを受光する遮光部１
６０の受光面１６１に備えられ、且つ、１次光ＰＬを検出する、検出部１９１を有する。
【０１０５】
　検出部１９１は、検出結果を常に制御部１８３に出力する。検出部１９１は、制御部１
８３と有線または無線によって接続される。検出部１９１は、１次光ＰＬを受光すること
によって、１次光ＰＬの光量を検出する。検出部１９１は、例えばフォトダイオードを有
する。
【０１０６】
　制御部１８３の動作は第２の実施形態とは異なり、制御部１８３は、検出部１９１の検
出結果に応じて、光源５１のＯＮまたはＯＦＦを制御する。
【０１０７】
　具体的には、制御部１８３は、予め設定された閾値と検出結果とを比較して、光源５１
のＯＮまたはＯＦＦを制御する。例えば、検出された光量が閾値以上の場合、制御部１８
３は光源５１をＯＦＦに制御し、検出された光量が閾値以下の場合、制御部１８３は光源
５１をＯＮに制御する。閾値は、第２保持部材１２０が接続ユニット１３０に取り付けら
れていない状態で光源５１がＯＮしている場合における、出射端面６１から漏れ出た１次
光ＰＬが検出部１９１を照明する光量に相当する値である。閾値は、遮光部１６０が焦げ
る前における、検出部１９１を照明する１次光ＰＬの光量に相当する値であってもよい。
このように、制御部１８３は、閾値以下の光量を有する１次光を検出部１９１が検出しな
い際に光源５１をＯＮに制御し、且つ、閾値以上の光量を有する１次光を検出部１９１が
検出した際には光源５１をＯＦＦに制御する。
【０１０８】
　なお検出部１９１は、遮光部１６０における温度を検出する熱電対を有してもよい。例
えば、検出された温度が閾値以上の場合、制御部１８３は光源５１をＯＦＦに制御し、検
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出された温度が閾値以下の場合、制御部１８３は光源５１をＯＮに制御する。なお、検出
部１９１が温度を検出することで１次光ＰＬを検出する構成の場合には、検出部１９１は
、１次光ＰＬを受光する遮光部１６０の受光面１６１に配する必要はなく、受光面１６１
以外の遮光部１６０の部分に設けることができる。
【０１０９】
　［効果］　
　本変形例では、例えば、第２保持部材１２０が接続ユニット１３０から取り外された状
態で、１次光ＰＬが出射端面６１から出射されたとしても、そのことを光量または熱の検
出によって検出する検出部１９１が遮光部１６０に備えられるため、光コネクタ１００か
らの１次光ＰＬの漏れを検出できる。そして本変形例では、この検出を基に、１次光ＰＬ
の出射を停止でき、安全性を確実に確保できる。
【０１１０】
　本発明は、上記実施形態そのままに限定されるものではなく、実施段階ではその要旨を
逸脱しない範囲で構成要素を変形して具体化できる。また、上記実施形態に開示される複
数の構成要素の適宜な組み合せにより種々の発明を形成できる。
【０１１１】
　例えば、光源装置５０における光源５１及び制御部１８３を、光コネクタ１００及び遮
光部１６０が配置される操作部２３の筐体部２３ａとは別体の筐体内に配置しても良い。

【図１】 【図２Ａ】
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【図２Ｂ】 【図３Ａ】
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【図４Ｃ】
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